
1

平成27年度放射能調査研究委託事業
のうち「農畜産物及び土壌中放射性核
種のバックグラウンドレベルの監視」に
係る試料採取業務

支出負担行為担当
官　農林水産技術会
議事務局長　西郷
正道

東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成27年7月1日
宮城県古川農業試
験場

宮城県大崎市古川
大崎字富国88

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

450,000 450,000 100.0% -

受託機関の圃場で60年以上にわたり、放射能
汚染に関するデータを取り続けており、今後も
データの連続性を確保するためには、同一の
圃場で試料採取を続ける必要がある。圃場の
維持管理を受託機関が行っていること、公共機
関の圃場に民間企業が立ち入り、試料採取を
行うことが難しいことを鑑みると、圃場を有して
いる受託機関が自らの業務として圃場の維持
管理及び作物の維持管理並びに試料採取を行
うことが必要不可欠であるため。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

2

平成27年度放射能調査研究委託事業
のうち「農畜産物及び土壌中放射性核
種のバックグラウンドレベルの監視」に
係る試料採取業務

支出負担行為担当
官　農林水産技術会
議事務局長　西郷
正道

東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成27年7月16日 石川県
石川県金沢市鞍月
1-1

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

261,000 261,000 100.0% -

受託機関の圃場で60年以上にわたり、放射能
汚染に関するデータを取り続けており、今後も
データの連続性を確保するためには、同一の
圃場で試料採取を続ける必要がある。圃場の
維持管理を受託機関が行っていること、公共機
関の圃場に民間企業が立ち入り、試料採取を
行うことが難しいことを鑑みると、圃場を有して
いる受託機関が自らの業務として圃場の維持
管理及び作物の維持管理並びに試料採取を行
うことが必要不可欠であるため。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

3

平成27年度放射能調査研究委託事業
のうち「農畜産物及び土壌中放射性核
種のバックグラウンドレベルの監視」に
係る試料採取業務

支出負担行為担当
官　農林水産技術会
議事務局長　西郷
正道

東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成27年7月27日
福岡県農林業総合
試験場

福岡県筑紫野市大
字吉木587

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

266,000 266,000 100.0% -

受託機関の圃場で60年以上にわたり、放射能
汚染に関するデータを取り続けており、今後も
データの連続性を確保するためには、同一の
圃場で試料採取を続ける必要がある。圃場の
維持管理を受託機関が行っていること、公共機
関の圃場に民間企業が立ち入り、試料採取を
行うことが難しいことを鑑みると、圃場を有して
いる受託機関が自らの業務として圃場の維持
管理及び作物の維持管理並びに試料採取を行
うことが必要不可欠であるため。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

4
和賀中部農業水利事業　左岸導水幹
線用水路第１工区（その４）工事に伴う
損失補償金

分任支出負担行為
担当官東北農政局
和賀中部農業水利
事業所長　太田　勝
也

岩手県北上市和賀
町長沼6-131-1

平成27年7月24日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失
補償等に対して契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約となること
から、場所及び契約相手方が限定されるもの
である。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

5
東北農政局盛岡地域センターPCB廃
棄物処理業務

分任支出負担行為
担当官東北農政局
盛岡地域センター長
中野　明久

岩手県盛岡市盛岡
駅前1番10号

平成27年7月28日
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社北海
道PCB処理事業所

北海道室蘭市仲町
14番地7

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

3,024,000 3,024,000 100.0% -

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推
進に関する特別措置法により高濃度ＰＣＢ廃棄
物処理を廃棄するものであり、処理施設が日
本環境安全事業株式会社北海道事業所に限
定されているものである。

1(2)①ｲ(ｲ) -

平成28年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの

番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額

6
光回線接続作業
1式

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
柏崎周辺農業水利
事業所長　鈴村和也

新潟県柏崎市南半
田18番15号

平成27年7月13日
東北インテリジェント
通信株式会社

宮城県仙台市青葉
区一番町3-7-1

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

- 3,288,600 - -
現地で施工が可能な者が契約の相手方に限
定されるため

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

7
中勢用水地区安濃ダム堆砂含水調整
施設造成工事に係る土地売買代金

分任支出負担行為
担当官東海農政局
木曽川水系土地改
良調査管理事務所
長志野尚司

愛知県名古屋市昭
和区安田通4-8

平成27年7月10日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業を施行する際の権利の取得及び損失
補償等に対して契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約であること
から、場所及び契約相手方が限定されるもの
である。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

8
平成27年度農地土壌炭素貯留等基礎
調査事業(農地管理実態調査)

支出負担行為担当
官　近畿農政局長
村上堅治

京都府京都市上京
区西洞院通り下長者
町下ル丁子風呂町

平成27年7月9日
地方独立行政法人
大阪府立環境農林
水産総合研究所

大阪府羽曳野市尺
度４４２

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

1,112,837 1,112,837 100.0% -
地方公共団体との取決めにより、契約の相手
方が一に定められているため。

1(2)①ｲ(ﾆ) -

9
大和紀伊平野農業水利事業（二期）紀
伊平野藤崎井水路和歌山工区その８
改修工事に伴う地役権設定契約

分任支出負担行為
担当官　近畿農政局
大和紀伊平野農業
水利事務所長　尾崎
明久

奈良県橿原市城殿
町459

平成27年7月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う地役権設定に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地等
の権利者との契約であり、場所及び契約の相
手方が特定されており、競争が許されないた
め、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

10

大和紀伊平野農業水利事業（二期）紀
伊平野紀の川左岸支線水路（宮井水
路）その４改修工事に伴う電気通信設
備の移設保証契約

分任支出負担行為
担当官　近畿農政局
大和紀伊平野農業
水利事務所長　尾崎
明久

奈良県橿原市城殿
町459

平成27年7月21日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ずる
損害に関して契約を行うものであり、工事に起
因して損害等を受ける権利者との契約であり、
場所及び契約相手方が特定されるため、随意
契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

11
４～６月分事務所維持管理費（大和紀
伊平野）

分任支出負担行為
担当官　近畿農政局
大和紀伊平野農業
水利事務所長　尾崎
明久

奈良県橿原市城殿
町459

平成27年7月31日
大和平野土地改良
区

奈良県橿原市城殿
町459番地

会計法第29条の
3第4項（賃貸借
契約）

1,824,435 1,824,435 100.0% -

当該場所でなければ行政事務を行うことが不
可能であることから場所が限定され、供給者が
一に特定される賃貸借に付随する分担金であ
るため随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛ(付随
するもの)

-

12
南周防農地整備事業中西団地区画整
理工事に伴う補償代金

分任支出負担行為
担当官中国四国農
政局南周防農地整
備事業所長　泉本和
義

山口県熊毛郡田布
施町大字波野585-1

平成27年7月14日
西日本電信電話株
式会社山口支店

山口県山口市熊野
町4-5

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

13
斐伊川沿岸農業水利事業右岸配水路
工事、右岸配水路その4工事に伴う費
用負担代金

分任支出負担行為
担当官中国四国農
政局斐伊川沿岸農
業水利事業所長　稲
森幹八

島根県出雲市斐川
町荘原105

平成27年7月17日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額

14

筑後川下流左岸農地防災事業大溝線
（横溝上流工区）工事に伴う電気工作
物移設等工事補償金
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
筑後川下流左岸農
地防災事業所長　新
田　夏一郎

福岡県久留米市津
福今町472-31

平成27年7月2日
九州電力株式会社
福岡お客さまセン
ター　久留米営業所

福岡県久留米市原
古賀町30-6

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

15

平成27年度肝属中部（二期）農業水利
事業鹿屋幹線水路工事に伴う埋蔵文
化財発掘調査委託事業
鹿児島県鹿屋市吾平町及び南町地内
H27.7.15～H28.3.25
埋蔵文化財調査　1式

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
肝属中部農業水利
事業所長　丹羽　啓
文

鹿児島県鹿屋市新
川町597

平成27年7月15日 鹿屋市長
鹿児島県鹿屋市共
栄町20-1

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

4,937,000 4,937,000 100.0% -
地方公共団体との取り決めにより、契約の相手
方が一に定められているもの

1(2)①ｲ(ﾆ) -

16
平成27年度横浜植物防疫所成田支所
健康診断単価契約

分任支出負担行為
担当官横浜植物防
疫所成田支所長
古澤　幹士

千葉県成田市古込
字古込１-１

平成27年7月23日
医療法人社団國手
会空港クリニック

千葉県成田市三里
塚御料牧場１-１

予決令第102条
の4第4号ﾛ（有利
随意契約）

- 2,060,532 - -

公募にて業者を募ったが、空港である特殊事
情により参加者がいなかったが、当該医療法
人は成田国際空港内に所在し、医師及び検診
車等の派遣に係る経費が必要ないため、他の
医療機関に比して明らかに安価であるため

1(2)③ﾛ 単価契約

17
液体クロマトグラフ・質量分析装置一式
購入契約

支出負担行為担当
官　動物医薬品検査
所長　山本　実

東京都国分寺市戸
倉1-15-1

平成27年7月31日
株式会社ケーワイ
エーテクノロジーズ

東京都品川区西五
反田2-27-4

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

- 10,260,000 - -

賃貸借期間は終了するが、今後2年程度は使
用を考えていることから、賃貸借期間の延長を
するより、リースアップ品購入の方が安価であ
るため。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

18
美ヶ原高原ニホンジカ捕獲駆除事業
（594H）

分任支出負担行為
担当官
東信森林管理署長
松井正

長野県佐久市臼田
1822

平成27年7月10日
美ヶ原牧場畜産農業
協同組合

長野県松本市大字
島立1020

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

- 1,507,572 - -

捕獲許可は、鳥獣被害特別措置法により県か
ら市町村に権限が委譲され、広域的で効果的
な実行体制を有する者を対象とし、安全かつ計
画的な実行のため1地域1者に限定して許可が
出されている。当該地域の捕獲許可者は、契
約相手方のみで実施者が一に特定され競争を
許さないため。

1(2)①ｲ(ｲ) -

19
浅間・湯の丸山麓ニホンジカ捕獲駆除
事業
（1,700H）

分任支出負担行為
担当官
東信森林管理署長
松井正

長野県佐久市臼田
1822

平成27年7月10日 北佐久連合猟友会
長野県佐久市跡部
65-1

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

- 4,544,100 - -

捕獲許可は、鳥獣被害特別措置法により県か
ら市町村に権限が委譲され、広域的で効果的
な実行体制を有する者を対象とし、安全かつ計
画的な実行のため1地域1者に限定して許可が
出されている。当該地域の捕獲許可者は、契
約相手方のみで実施者が一に特定され競争を
許さないため。

1(2)①ｲ(ｲ) -

20
平成27年度コリンズ・テクリスweb版検
索システムの利用契約
（コリンズ10ID、テクリス10ID）

支出負担行為担当
官
四国森林管理局長
浅川京子

高知県高知市丸ノ内
1-3-30

平成27年7月1日
一般財団法人日本
建設情報総合セン
ター

東京都港区赤坂7-
10-20

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

- 983,572 - -
行政目的を達成するために不可欠な特定の情
報について当該情報を提供することが可能な
者から提供を受けるもの。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額

21

北海道農政事務所移転入居に伴う建
築内装その他工事
札幌市中央区南２２条西６丁目２－２２
H27.7.31～H27.10.30
建築一式工事

支出負担行為担当
官　北海道農政事務
所長　鶴見和良

北海道札幌市中央
区北４条西１７丁目１
９－６

平成27年7月30日
NTT都市開発北海道
株式会社

北海道札幌市中央
区北１条西７丁目３

会計法第29条の
3第4項（賃貸借
契約）

42,508,800 42,444,000 99.8% -

当該場所でなければ行政事務を行うことが不
可能なことから場所が限定され、供給者が一に
特定される賃貸借契約にあたり、入居テナント
が貸室内装等の標準仕様を変更又は付加する
場合は物件オーナー側が定めている仕様に基
づき施工すること等の条件を付し契約締結せざ
るを得なかったため。
なお、本工事については賃貸契約書において、
相手先の指定した業者が設計・施工を行う工
事として規定している。

1(2)①ﾛ(付随
するもの)

-

22
気候変動枠組条約第21回締約国会議
（COP21）等に係る会場内作業部屋の
借上げ

支出負担行為担当
官　農林水産省大臣
官房経理課長　石上
和夫

東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成27年8月28日
ミキトラベル・エー
ジェンシー

22rue de Caumartin
75009 Paris

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

- 1,750,560 - -

外務省において、フランス政府が決定した会場
の会議場及び作業部屋の借上げが可能であ
り、かつ、会議終了後に精算払いが可能となる
現地業者（ミキトラベル・ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ）が選定され
ており、当該役務の提供にあたっては当該業
者と各省との間で契約を締結することとなった
ため

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

23
和賀中央農業水利事業　中央幹線放
水路工事に伴う損失補償

分任支出負担行為
担当官東北農政局
和賀中央農業水利
事業所長　小野寺
悟

岩手県北上市鍛冶
町一丁目11-58

平成27年8月3日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失
補償等に対して契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約となること
から、場所及び契約相手方が限定されるもの
である。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

24 宿舎建物賃貸借

分任支出負担行為
担当官東北農政局
津軽土地改良建設
事務所長　大平　正
三

青森県五所川原市
金木町芦野210－3

平成27年8月1日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（賃貸借
契約）

- 1,313,600 - -
当該場所でなければ行政事務を行う事が不可
能であることから場所が限定され、供給者が一
に特定される賃貸借契約のため

1(2)①ﾛ -

25
和賀中央農業水利事業　中央幹線放
水路工事に伴う損失補償

分任支出負担行為
担当官東北農政局
和賀中央農業水利
事業所長　小野寺
悟

岩手県北上市鍛冶
町一丁目11-58

平成27年8月3日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失
補償等に対して契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約となること
から、場所及び契約相手方が限定されるもの
である。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

26
和賀中央農業水利事業　中央幹線放
水路工事に伴う電機通信設備移転等
工事費用補償金

分任支出負担行為
担当官東北農政局
和賀中央農業水利
事業所長　小野寺
悟

岩手県北上市鍛冶
町一丁目11-58

平成27年8月20日
東日本電信電話株
式会社宮城事業部
岩手支店

岩手県盛岡市中央
通1-2-2

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失
補償等に対して契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約となること
から、場所及び契約相手方が限定されるもの
である。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

27
和賀中央農業水利事業　中央幹線放
水路工事に伴う電気工作物移転補償
金

分任支出負担行為
担当官東北農政局
和賀中央農業水利
事業所長　小野寺
悟

岩手県北上市鍛冶
町一丁目11-58

平成27年8月28日
東北電力株式会社
岩手支店

岩手県盛岡市紺屋
町1-25

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失
補償等に対して契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約となること
から、場所及び契約相手方が限定されるもの
である。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額

28
庁舎賃貸借
一式

分任支出負担行為
担当官　関東農政局
三方原用水二期農
業水利事業所長　依
田　隆夫

静岡県浜松市中区
砂山町350-5

平成27年8月3日 和光商事株式会社
静岡県袋井市掛之
上3-1

会計法第29条の
3第4項（賃貸借
契約）

- 6,208,833 - -
当該場所でなければ行政事務を行うことが不
可能であることから場所が限定され、供給者が
一に特定される賃貸借であるため

1(2)①ﾛ -

29

大井川用水（二期）農業水利事業　榛
原9号水路工事（その1-2）に伴う土地
使用等補償金
一式

分任支出負担行為
担当官　関東農政局
大井川用水農業水
利事業所長　櫻庭
光一

静岡県島田市中央
町30-1

平成27年8月24日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うもので、工事に必要となる契約であり、場
所及び契約相手方が特定されるものであるた
め、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

30
北総中央農業水利事業7号支線用水
路他工事に係る土地使用等補償金
一式

分任支出負担行為
担当官　関東農政局
北総中央農業水利
事業所長　長井　薫

千葉県八街市八街
に456－1

平成27年8月28日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うもので、工事に必要となる契約であり、場
所及び契約相手方が特定されるものであるた
め、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

31 河北潟分室賃貸借契約

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
西北陸土地改良調
査管理事務所長　井
口三郎

石川県小松市園町
ホ85-1

平成27年8月3日 内灘町
石川県河北郡内灘
町字大学1-2-1

会計法第29条の
3第4項（賃貸借
契約）

- 1,083,040 - -
当該場所でなければ行政事務を行うことが不
可能であることから場所が限定され、供給者が
一に特定される賃貸借契約

1(2)①ﾛ -

32
左岸幹線用水路工事に伴う建物等修
復費用負担
一件

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
九頭竜川下流農業
水利事業所長　小澤
與宏

福井県坂井市丸岡
町愛宕2番

平成27年8月3日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う費用負担に関して契約
を行うものであり、工事に起因した損傷を受け
た物件の権利者との契約であり、場所及び契
約相手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

33
旧木山排水機場建設工事に伴う土地
使用補償金

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
新川流域農業水利
事業所長　相澤　顕
之

新潟県新潟市西蒲
区巻甲5488

平成27年8月19日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

34
旧木山排水機場建設工事に伴う立木
補償金

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
新川流域農業水利
事業所長　相澤　顕
之

新潟県新潟市西蒲
区巻甲5488

平成27年8月19日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額

35
福井地方合同庁舎保管ポリ塩化廃棄
物処理　一式

支出負担行為担当
官　北陸農政局長
雜賀　幸哉

石川県金沢市広坂
2-2-60

平成27年8月19日
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社　北海
道PCB処理事業所

北海道室蘭市仲町
14-7

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

- 14,290,156 - -

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推
進に関する特別措置法により高濃度ＰＣＢ廃棄
物処理を廃棄するものであり、処理施設が日
本環境安全事業株式会社北海道事業所に限
定されているものである。

1(2)①ｲ(ｲ)

共同調達
福井行政評
価事務所分
をとりまとめ
て契約手続

36
旧木山排水機場建設工事に伴う支障
電気工作物の移転補償金

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
新川流域農業水利
事業所長　相澤　顕
之

新潟県新潟市西蒲
区巻甲5488

平成27年8月25日 東北電力株式会社
新潟県新潟市中央
区上大川前通五番
町84

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

37
荒又排水路（横越工区）その8工事の
施行に伴う支障上水道管の移設補償
一件

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
庄川左岸農地防災
事業所長　大羽　泉

富山県砺波市幸町8
番20号

平成27年8月28日
高岡市上下水道管
理者

富山県高岡市広小
路7-50

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

38
白根排水機場、親松排水機場保管ポ
リ塩化ビフェニル廃棄物処理

支出負担行為担当
官　北陸農政局長
雜賀　幸哉

石川県金沢市広坂
2-2-60

平成27年8月31日
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社　北海
道PCB処理事業所

北海道室蘭市仲町
14-7

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

- 1,784,160 - -

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推
進に関する特別措置法により高濃度ＰＣＢ廃棄
物処理を廃棄するものであり、処理施設が日
本環境安全事業株式会社北海道事業所に限
定されているものである。

1(2)①ｲ(ｲ) -

39
明治用水頭首工耐震化対策建設工事
に係る土地使用補償(1式)

分任支出負担行為
担当官　東海農政局
矢作川総合第二期
農地防災事業所長
中島　創

愛知県安城市大東
町22-16

平成27年8月26日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業を施行する際の権利の取得及び損失
補償等に対して契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約であること
から、場所及び契約相手方が限定されるもの
である。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

40
明治用水頭首工耐震化対策建設工事
に係る土地使用補償(1式)

分任支出負担行為
担当官　東海農政局
矢作川総合第二期
農地防災事業所長
中島　創

愛知県安城市大東
町22-16

平成27年8月26日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業を施行する際の権利の取得及び損失
補償等に対して契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約であること
から、場所及び契約相手方が限定されるもの
である。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

41

筑後川下流左岸農地防災事業大溝線
（横溝下流工区）工事に伴う電気工作
物移設等工事補償金
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
筑後川下流左岸農
地防災事業所長　新
田　夏一郎

福岡県久留米市津
福今町472-31

平成27年8月20日
九州電力株式会社
福岡お客さまセン
ター　久留米営業所

福岡県久留米市原
古賀町30-6

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

42

筑後川下流左岸農地防災事業田川城
島3号線（江上上工区）工事に伴う電気
工作物移設等工事補償金
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
筑後川下流左岸農
地防災事業所長　新
田　夏一郎

福岡県久留米市津
福今町472-31

平成27年8月20日
九州電力株式会社
福岡お客さまセン
ター　久留米営業所

福岡県久留米市原
古賀町30-6

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額

43
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う土地使用
補償金及び損失補償金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 3,118,325 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

44
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う土地使用
補償金及び損失補償金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 3,342,180 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

45
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う土地使用
補償金及び損失補償金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 3,384,050 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

46
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う土地使用
補償金及び損失補償金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 3,176,650 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

47
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う土地使用
補償金及び損失補償金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 2,195,319 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

48
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う土地使用
補償金及び損失補償金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 2,577,232 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

49
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う土地使用
補償金及び損失補償金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 1,794,132 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日
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50
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う土地使用
補償金及び損失補償金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 1,447,000 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

51
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う立木補償
金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 3,174,400 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

52
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う立木補償
金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 2,457,800 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

53
沖永良部農業水利事業地下ダム止水
壁（３工区）建設工事に伴う損失補償
金

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
沖永良部農業水利
事業所長　大澤　賢
修

鹿児島県大島郡知
名町知名85

平成27年8月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- 1,117,158 - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

54

筑後川下流左岸農地防災事業中木室
1号線（横溝工区）工事に伴う電気工作
物移設等工事補償金
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
筑後川下流左岸農
地防災事業所長　新
田　夏一郎

福岡県久留米市津
福今町472-31

平成27年8月28日
九州電力株式会社
福岡お客さまセン
ター　久留米営業所

福岡県久留米市原
古賀町30-6

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

55
植物防疫所行政情報システムのOS更
新作業に係る更新作業に係るDC作業

支出負担行為担当
官横浜植物防疫所
長
小野仁

神奈川県横浜市中
区北仲通5-5７

平成27年8月28日
株式会社インテック
公共ソリューション営
業部

東京都江東区新砂
1-3-3

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

- 2,160,000 - -
システムのＯＳ更新業務については、現在デー
タセンター運用・保守を請け負っている業者し
か行うことのできない業務であるため

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

56 官報公告料

支出負担行為担当
官
東北森林管理局長
飛山　龍一

秋田県秋田市中通
五丁目9-16

平成27年8月18日
独立行政法人国立
印刷局

東京都港区虎ノ門二
丁目2-4

会計法第29条の
3第4項（官報等
の印刷等）

- 1,196,748 - -
官報を発行しているのは(独)国立印刷局以外
になく、競争を許さないため

1(2)①ﾊ -

57
刊行物（建設物価）掲載価格データ提
供業務（単価契約）
（単価数5,999点まで）

支出負担行為担当
官
中部森林管理局長
桂川裕樹

長野県長野市大字
栗田715-5

平成27年8月18日
一般財団法人建設
物価調査会

東京都中央区日本
橋大伝馬町11-8

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

- 810,926 - -
業務目的を達成するために不可欠な情報を提
供できる者が1者しかいない

1(2)①ﾆ(ﾍ) 単価契約
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58
カードリーダ装置増設等に伴う入退館
管理システム設定業務

支出負担行為担当
官大臣官房経理課
長　石上和夫

東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成27年9月28日
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

東京都港区芝公園
1-7-8

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

- 1,188,000 - -

競争に付することとした場合は、入退館管理シ
ステムの詳細及びインターフェイス等を全て提
供する必要があり、第三者に不正アクセスされ
るリスクがあることから、当該役務を提供するこ
とが可能なものが一に特定されるため

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

59
横手西部農業水利事業　五郎兵衛排
水路工事に係る損失補償金

分任支出負担行為
担当官東北農政局
平鹿平野農業水利
事業所長　大泉　勝
利

秋田県横手市大屋
新町字大平99-39

平成27年9月28日
有限会社あきたミナ
トヤ農場

秋田県横手市雄物
川町南形字町屋敷
94-1

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共工事を施工する際の権利の取得及び損失
補償等に対する契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約となること
から随意契約を結ぶものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

60
和賀中央農業水利事業　上堰幹線用
水路（その２）（その３）工事に伴う損失
補償

分任支出負担行為
担当官東北農政局
和賀中央農業水利
事業所長　小野寺
悟

岩手県北上市鍛冶
町一丁目11-58

平成27年9月29日
北上ケーブルテレビ
株式会社

岩手県北上市本石
町一丁目5-19

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失
補償等に対して契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約となること
から、場所及び契約相手方が限定されるもの
である。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

61
東北農政局青森地域センター官用車
駐車場賃貸借

分任支出負担行為
担当官東北農政局
青森地域センター長
伊藤　嘉邦

青森県青森市本町
二丁目10番4号

平成27年9月29日
株式会社オオイリア
ルエステート

愛知県名古屋市中
区栄一丁目31番41
号

会計法第29条の
3第4項（賃貸借
契約）

- 1,339,000 - -
当該場所でなければ行政事務を行う事が不可
能であることから場所が限定され、供給者が一
に特定される賃貸借契約のため

1(2)①ﾛ -

62
北総中央農業水利事業１号幹線用水
路工事に係る事業損失補償金
一式

分任支出負担行為
担当官　関東農政局
北総中央農業水利
事業所長　長井　薫

千葉県八街市八街
に456－1

平成27年9月7日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うもので、工事に必要となる契約であり、場
所及び契約相手方が特定されるものであるた
め、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

63
吉高支線用水路その１工事外に係る
物件移転補償金
一式

分任支出負担行為
担当官　関東農政局
印旛沼二期農業水
利事業所長　中西
昭弘

千葉県佐倉市宮小
路町28

平成27年9月7日
東京電力株式会社
成田支社

千葉県成田市花崎
町822-１

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うもので、工事に必要となる契約であり、場
所及び契約相手方が特定されるものであるた
め、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

64
旧木山排水機場建設工事に伴う立木
補償金

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
新川流域農業水利
事業所長　相澤　顕
之

新潟県新潟市西蒲
区巻甲5488

平成27年9月1日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う権利の取得に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地等
の権利者との契約であり、場所及び契約相手
方が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額

65

庄川放水路（舟戸口工区）その5工事
の施行に伴う支障電気工作物の移設
補償
一件

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
庄川左岸農地防災
事業所長　大羽　泉

富山県砺波市幸町8
番20号

平成27年9月1日
北陸電力株式会社と
なみ野営業所

富山県南砺市苗島
4898

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

66

荒又排水路（横越工区）その8・10工事
の施行に伴う支障電気通信設備の移
設補償
一件

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
庄川左岸農地防災
事業所長　大羽　泉

富山県砺波市幸町8
番20号

平成27年9月7日
西日本電信電話株
式会社富山支店

富山県富山市東田
地方町1-1-30

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

67
荒又排水路（高波工区）その4工事の
施行に伴う支障上水道管の移設補償
一件

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
庄川左岸農地防災
事業所長　大羽　泉

富山県砺波市幸町8
番20号

平成27年9月14日 砺波市水道事業者
富山県砺波市栄町7
番3号

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

68
荒又排水路工事の施行に伴う立木補
償
一件

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
庄川左岸農地防災
事業所長　大羽　泉

富山県砺波市幸町8
番20号

平成27年9月14日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

69
高椋新江用水路工事に伴う土地取得
相当額補償
一件

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
九頭竜川下流農業
水利事業所長　小澤
與宏

福井県坂井市丸岡
町愛宕2番

平成27年9月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

70
高椋新江用水路工事に伴う土地取得
相当額補償
一件

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
九頭竜川下流農業
水利事業所長　小澤
與宏

福井県坂井市丸岡
町愛宕2番

平成27年9月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

71

荒又排水路（横越工区）その8・10工事
の施行に伴う支障電気工作物の移設
補償
一件

分任支出負担行為
担当官　北陸農政局
庄川左岸農地防災
事業所長　大羽　泉

富山県砺波市幸町8
番20号

平成27年9月18日
北陸電力株式会社
高岡支社

富山県高岡市広小
路7-15

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるため

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額

72
名古屋農林総合庁舎入退館管理シス
テム等更新業務

支出負担行為担当
官東海農政局所長
水間　史人

愛知県名古屋市中
区三の丸1-2-2

平成27年9月4日
三菱株式株式会社
中部支社

愛知県名古屋市西
区牛島町6-1

会計法第29条の
3第4項（特定情
報）

- 14,040,000 - -

名古屋農林総合庁舎入退館管理システムは、
三菱電機株式会社が開発・設置及び保守を
行っていることから、他社で本システムの更新
を行うことは技術的に不可能であり、契約の性
質が競争を許さない

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

73
明治用水頭首工耐震化対策建設工事
に係る損失補償(1式)

分任支出負担行為
担当官　東海農政局
矢作川総合第二期
農地防災事業所長
中島　創

愛知県安城市大東
町22-16

平成27年9月1日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業を施行する際の権利の取得及び損失
補償等に対して契約を行うものであり、工事に
必要となる土地等の権利者との契約であること
から、場所及び契約相手方が限定されるもの
である。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

74

大和紀伊平野農業水利事業（二期）紀
伊平野紀の川左岸支線水路（満屋水
路）その２改修工事に起因する事業損
失に係る費用負担契約

分任支出負担行為
担当官　近畿農政局
大和紀伊平野農業
水利事務所長　尾崎
明久

奈良県橿原市城殿
町459

平成27年9月14日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ずる
損害に関して契約を行うものであり、工事に起
因して損害等を受ける権利者との契約であり、
場所及び契約相手方が特定されるため、随意
契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

75

大和紀伊平野農業水利事業（二期）紀
伊平野紀の川左岸支線水路（祢宜水
路）その３他改修工事に伴う土地使用
補償契約

分任支出負担行為
担当官　近畿農政局
大和紀伊平野農業
水利事務所長　尾崎
明久

奈良県橿原市城殿
町459

平成27年9月14日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約の相手
方が特定されており、競争が許されないため、
随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

76

大和紀伊平野農業水利事業（二期）紀
伊平野紀の川左岸支線水路（宮井水
路）その6改修工事に伴う土地使用補
償契約

分任支出負担行為
担当官　近畿農政局
大和紀伊平野農業
水利事務所長　尾崎
明久

奈良県橿原市城殿
町459

平成27年9月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約の相手
方が特定されており、競争が許されないため、
随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

77

大和紀伊平野農業水利事業（二期）紀
伊平野紀の川左岸支線水路（宮井水
路）その６－２改修工事に伴う土地使
用補償契約

分任支出負担行為
担当官　近畿農政局
大和紀伊平野農業
水利事務所長　尾崎
明久

奈良県橿原市城殿
町459

平成27年9月17日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約の相手
方が特定されており、競争が許されないため、
随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

78
大和紀伊平野農業水利事業（一期）紀
伊平野荒見井連絡水路その１０他改修
工事に伴う土地使用等補償契約

分任支出負担行為
担当官　近畿農政局
大和紀伊平野農業
水利事務所長　尾崎
明久

奈良県橿原市城殿
町459

平成27年9月24日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約の相手
方が特定されており、競争が許されないため、
随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額

79
大和紀伊平野農業水利事業（一期）紀
伊平野荒見井連絡水路その１０他改修
工事に伴う土地使用等補償契約

分任支出負担行為
担当官　近畿農政局
大和紀伊平野農業
水利事務所長　尾崎
明久

奈良県橿原市城殿
町459

平成27年9月24日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約の相手
方が特定されており、競争が許されないため、
随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

80

大和紀伊平野農業水利事業（二期）紀
伊平野藤崎井水路（山口西工区）改修
工事に起因する事業損失にかかる費
用負担契約

分任支出負担行為
担当官　近畿農政局
大和紀伊平野農業
水利事務所長　尾崎
明久

奈良県橿原市城殿
町459

平成27年9月29日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ずる
損害に関して契約を行うものであり、工事に起
因して損害等を受ける権利者との契約であり、
場所及び契約相手方が特定されるため、随意
契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

81
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（松村工区）その3工事に係る補償
代金

分任支出負担行為
担当官中国四国農
政局四国東部農地
防災事務所長　本間
泰造

徳島県板野郡板野
町川端字庄境2-1

平成27年9月4日
西日本電信電話株
式会社徳島支店

徳島県徳島市西大
工町2-5-1

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

82
南周防農地整備事業大原団地埋蔵文
化財発掘調査委託業務

分任支出負担行為
担当官中国四国農
政局南周防農地整
備事業所長　泉本和
義

山口県熊毛郡田布
施町大字波野585-1

平成27年9月7日 柳井市
山口県柳井市南町
1-10-2

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

17,436,600 17,436,600 100.0% -

文化財保護法第94条に基づき実施する発掘調
査であり、発掘調査実施機関である地方公共
団体と契約を結ぶもので契約の性質が競争を
許さない。

1(2)①ｲ(ｲ) -

83
斐伊川沿岸農業水利事業結西建設発
生土受入地他整備工事に伴う支障電
気通信設備移転代金

分任支出負担行為
担当官中国四国農
政局斐伊川沿岸農
業水利事業所長　稲
森幹八

島根県出雲市斐川
町荘原105

平成27年9月11日
西日本電信電話株
式会社島根支店

島根県松江市東朝
日町102

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

84
香川用水土器川沿岸農業水利事業仁
池水路改修工事及び仁池水路改修
（その２）工事に伴う損失補償金

分任支出負担行為
担当官中国四国農
政局香川用水土器
川沿岸農業水利事
業所長　本間新哉

香川県丸亀市飯山
町川原1114-1　飯山
市民総合センター3F

平成27年9月16日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

85
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（萩原工区）22-1-2号分水施設そ
の5工事に係る土地売買代金

分任支出負担行為
担当官中国四国農
政局四国東部農地
防災事務所農林水
産技官　山口恭弘

徳島県板野郡板野
町川端字庄境2-1

平成27年9月24日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施工に伴う権利の取得に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地等
の権利者との契約であり、場所及び契約相手
方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由

予定価格 落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得な
い場合とした
財務大臣通
知上の根拠
区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額

86
平成27年度国営造成水利施設保全対
策指導事業笠岡湾干拓地区共用導水
路施設機能診断委託業務

分任支出負担行為
担当官中国四国農
政局中国土地改良
調査管理事務所長
新保義剛

広島県広島市安佐
北区可部2-6-15

平成27年9月24日
岡山県公営企業管
理者

岡山県岡山市北区
内山下2-4-6

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

3,652,821 3,652,821 100.0% -
地方公共団体との取り決めにより、契約の相手
方が一に定められているもの

1(2)①ｲ(ﾆ) -

87
南周防農地整備事業西山・潤田団地
区画整理(その1)工事に伴う補償代金

分任支出負担行為
担当官中国四国農
政局南周防農地整
備事業所長　泉本和
義

山口県熊毛郡田布
施町大字波野585-1

平成27年9月28日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

88
吉野川下流域農地防災事業柿原取水
口周辺整備工事に係る補償代金

分任支出負担行為
担当官中国四国農
政局四国東部農地
防災事務所農林水
産技官　山口恭弘

徳島県板野郡板野
町川端字庄境2-1

平成27年9月29日
板名用水土地改良
区

徳島県板野郡上板
町高瀬405-5

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約相手方
が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

89

平成27年度筑後川下流右岸農地防災
事業北茂安1号線（白壁工区）工事に
伴う電気工作物移設等補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
筑後川下流右岸農
地防災事業所長　寺
尾　和彦

佐賀県神埼市千代
田町直鳥166-1

平成27年9月14日
九州電力株式会社
鳥栖営業所

佐賀県鳥栖市秋葉
町3-29-1

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

90

西諸（一期）農業水利事業浜ノ瀬ダム
貯水池周辺法面対策建設工事に伴う
損失補償金
立木伐採　1式

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
西諸農業水利事業
所長　野中　公文

宮崎県小林市堤
3020-5

平成27年9月16日 小林市
宮崎県小林市細野
300

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

91

平成27年度筑後川下流右岸農地防災
事業徳富線（姉工区）工事に伴う電気
工作物移設等補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
筑後川下流右岸農
地防災事業所長　寺
尾　和彦

佐賀県神埼市千代
田町直鳥166-1

平成27年9月28日
九州電力株式会社
佐賀営業所

佐賀県佐賀市神野
東2-3-6

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-

92

平成27年度筑後川下流右岸農地防災
事業神埼3号線（嘉納その2工区）工事
に伴う電気工作物移設等補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為
担当官　九州農政局
筑後川下流右岸農
地防災事業所長　寺
尾　和彦

佐賀県神埼市千代
田町直鳥166-1

平成27年9月28日
九州電力株式会社
佐賀営業所

佐賀県佐賀市神野
東2-3-6

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契約
を行うものであり、契約の相手方が特定される
ため。

1(2)①ﾛに準
ずると認めら
れるもの(財
務省に個別
に協議し認め
られたもの）

-



番号 契約の名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約によるこ
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契約金額

93 北海道農政事務所庁舎清掃等業務
支出負担行為担当
官　北海道農政事務
所長　鶴見和良

北海道札幌市中央
区南２２条西６丁目２
－２２

平成27年9月30日
エヌティティ都市開発
北海道株式会社

北海道札幌市中央
区北１条西７丁目３

会計法第29条の
3第4項（賃貸借
契約）

- 1,270,080 - -

当該場所でなければ行政事務を行うことが不
可能であることから場所が限定され、供給者が
一に特定される賃貸借契約に伴い、民間貸室
物件において、入居テナントが清掃業務を請負
に付する場合はオーナー指定会社との契約と
なるため

1(2)①ﾛ(付随
するもの)

-

94

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理委託業
務
（ＰＣＢ廃棄物処理（感圧紙 317.5㎏）
外）

支出負担行為担当
官
北海道森林管理局
長
黒川正美

北海道札幌市中央
区宮の森3条7丁目
70

平成27年9月2日
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社 北海
道ＰＣＢ処理事業所

北海道室蘭市仲町
14-7

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

- 18,346,880 - -

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推
進に関する特別措置法により高濃度ＰＣＢ廃棄
物処理を廃棄するものであり、処理施設が日
本環境安全事業株式会社北海道事業所に限
定されているものである。

1(2)①ｲ(ｲ) -


